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2021年 12月 7日 

各 位 

会 社 名 日本特殊陶業株式会社 

代表者名 代表取締役社長 川合 尊 

（コード番号 5334 東証・名証第 1部） 

問合せ先 財務戦略室長 石田 有都己 

（TEL．052－872－5940） 

 

株式会社日本エム・ディ・エムとの資本・業務提携の解消及び 

株式譲渡（持分法適用関連会社からの除外）に関するお知らせ 

 

 

当社は、2021年 12月 7日付にて、株式会社日本エム・ディ・エム（東証 1部、コード番号 7600、以

下、「日本エム・ディ・エム」といいます。）との資本及び業務提携契約（以下、「本提携契約」といいま

す。）を解消することを同社との間で合意するとともに、三井化学株式会社（東証 1部、コード番号 4183、

以下、「三井化学」といいます。）との間で、当社が保有する日本エム・ディ・エムの株式全てを同社へ譲

渡する契約を締結いたしましたので、下記の通りお知らせいたします。 

 これに伴い、株式譲渡日（2022年 1月 7日（予定））を以て日本エム・ディ・エムは当社の持分法適用

関連会社から除外されます。 

 

記 

 

１．提携解消及び株式譲渡の理由 

 当社と日本エム・ディ・エムは、2016年 4月 20日付で締結した本提携契約に基づき、医療機器分野に

おいて、共同製品開発や日本エム・ディ・エムの販路を活用した当社製品の販売などの協業を進めてまい

りました。しかしながら、今年度より開始した当社の新規中期経営計画の中の重要施策である資本効率の

向上と新たな収益の柱となる新規事業発掘の活発化という観点から、当社が将来的に目指す事業ポート

フォリオにおける本提携契約のあり方を総合的に勘案した結果、両社で協議のうえ本提携契約を解消す

ることに合意いたしました。また、当社は、本提携契約の解消に伴い、三井化学との間で同社に対して当

社が保有する日本エム・ディ・エム株式の全ての譲渡（以下、「本株式譲渡」といいます。）をすることに

合意いたしました。 
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２．提携解消の内容等 

（１）提携解消の内容 

2016年４月 20日付で締結していた本提携契約を、本日付の合意に基づき 2022年１月７日付で解消し、

本株式譲渡を予定しております。なお、上記本提携契約の解消に伴い、当社から派遣の日本エム・ディ・

エムの取締役 3名は同日辞任する予定です。 

（２）取得している相手方の株式の数及び帳簿価額 

 当社が取得している日本エム・ディ・エム株式の数は 7,942,764株（発行済株式数の 30.00％）、帳簿

価額は 6,335百万円です。 

（３）相手方に取得されている株式の数及び発行済株式数に対する割合 

 該当事項はありません。 

 

３．提携解消の相手先及び異動する持分法適用関連会社の概要 （2021年９月末現在） 

（１） 名 称 株式会社日本エム・ディ・エム 

（２） 所 在 地 東京都新宿区市谷台町 12番２号 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 大川 正男 

（４） 事 業 内 容 

医療機器の輸入販売 

医療機器の開発製造 

全国主要病院及び医師への医療商品の紹介 

（５） 資 本 金 3,001,929千円  

（６） 設 立 年 月 日 1973年５月 28日 

（７） 大株主及び持株比率 

日本特殊陶業株式会社                 30.00％ 

株式会社日本カストディ銀行（信託口）         14.99％ 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）     10.89％ 

渡邉崇史                        4.41％ 

渡辺康夫                        3.82％ 

島崎一宏                        3.37％ 

GOVERNMENT OF NORWAY                                   2.45％ 

株式会社日本カストディ銀行（信託口 9）                  2.33％ 

日下部博                                               1.47％ 

BNP PARIBAS SECURITIES SERVICES LUXEMBOURG/ 

JASDEC SECURITIES/UCITS ASSETS                        1.26％ 

（８） 
上場会社と当該会社 

と の 間 の 関 係 

資本関係 当社は当該会社の株式 7,942,764 株（発行済株式

数の 30.00％）を保有しております。 

人的関係 当社執行役員３名が当該会社の取締役を兼務して

おりますが、2022年１月７日付で、当該会社の取

締役を退任する予定です。 
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取引関係 当社が製造する人工骨関連製品を当該会社に対し

て販売しております。 

関連当事者へ

の該当状況 

当社は当該会社の議決権の 30.05％を所有する筆

頭株主であり、当該会社は当社の持分法適用関連会

社です。 

（９） 

当該会社の最近３年

間の連結経営成績 

及び連結財政状態 

決 算 期 2019年 3月期 2020年 3月期 2021年 3月期 

連 結 純 資 産 15,233百万円 16,993百万円 18,713百万円 

連 結 総 資 産 23,492百万円 24,917百万円 25,193百万円 

１ 株 当 た り 

連 結 純 資 産 
575.30円 641.61円 706.07円 

連 結 売 上 高 16,728百万円 18,083百万円 16,738百万円 

連結営業利益 2,234百万円 2,644百万円 2,168百万円 

連結経常利益 2,208百万円 2,581百万円 2,125百万円 

親会社株主に

帰 属 す る 

当 期 純 利 益 

1,984百万円 2,164百万円 1,664百万円 

１ 株 当 た り 

連 結 当 期 

純 利 益 

75.17円 82.02円 63.09円 

１ 株 当 た り 

配 当 金 
9.00円 10.00円 11.00円 

 

４．株式売却の相手先の概要（2021年９月末現在） 

（１） 名 称 三井化学株式会社 

（２） 所 在 地 東京都港区東新橋一丁目５番２号汐留シティセンター 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 橋本 修 

（４） 事 業 内 容 
モビリティ事業、ヘルスケア事業、フード＆パッケージング事業、 

基盤素材事業 

（５） 資 本 金 125,414百万円 

（６） 設 立 年 月 日 1955年７月１日（創立：1997年 10月１日） 

（７） 大株主及び持株比率 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）    15.40％ 

株式会社日本カストディ銀行（信託口）      9.13％ 

株式会社日本カストディ銀行（信託口４）      2.35％ 

株式会社日本カストディ銀行（信託口７）         1.96％ 

三井物産株式会社                                       1.78％ 
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株式会社日本カストディ銀行（三井住友信託銀行再信託分・三井物産

株式会社退職給付信託口）                 1.78％ 

STATE STREET BANK WEST CLIENT - TREATY 505234 

（常任代理人 株式会社みずほ銀行）                      1.60％ 

THE BANK OF NEW YORK MELLON 140044 

（常任代理人 株式会社みずほ銀行）                1.55％ 

JPモルガン証券株式会社                      1.40％ 

株式会社三井住友銀行                  1.33％ 

（８） 
上場会社と当該会社 

と の 間 の 関 係 

資本関係 該当事項はありません 

人的関係 該当事項はありません 

取引関係 該当事項はありません 

関連当事者への 

該当状況 

該当事項はありません 

 

５．売却株式数、売却価額及び売却前後の所有株式の状況 

（１） 異動前の所有株式数 

7,942,764株 

（議決権の数：79,427個） 

（議決権所有割合：30.05％） 

（２） 売 却 株 式 数 
7,942,764株 

（議決権の数：79,427個） 

（３） 売 却 価 額 日本エム・ディ・エムの普通株式 17,418百万円 

（４） 異動後の所有株式数 
０株 

（議決権所有割合：0.00％） 

 

６．日 程 

（１） 株式譲渡契約締結日 2021年 12月７日 

（２） 本提携契約解消日 2022年 1月７日（予定） 

（３） 株式譲渡日 2022年 1月 7日（予定） 

（注）本株式譲渡の実行は、独占禁止法第 10条第２項に基づく届け出にかかる公正取引委員会審査の 

結果において、排除措置命令の発令等、本株式譲渡の実行を妨げる要因が存在しないことが前提と

なります。 

 

７．今後の見通し 

本提携契約の解消及び本株式譲渡の実行が当社の 2022年３月期連結業績に与える影響は軽微なもの

と見込んでおります。なお、本件については、2021年 10月 27日に公表いたしました「2022年３月期 

第２四半期決算短信〔ＩＦＲＳ〕（連結）」に記載の 2022年３月期連結業績予想には織り込んでおりま

せん。今後、業績予想に関して修正の必要が生じた場合には、速やかに開示いたします。 

                                       以上 


